
【表紙】

【提出書類】 外国会社報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年12月22日

【事業年度】 自　平成25年９月１日　至　平成26年8月31日

【会社名】

 

アクセンチュア・パブリック・リミテッド・カンパニー

（Accenture public limited company）

【代表者の役職氏名】

 

ジョエル・アンラック

秘書補佐役

(Joel Unruch, Assistant Secretary)

【本店の所在の場所】

 

アイルランド、タブリン２、グランドキャナルハーバー、グランド

キャナルスクエア１

（1 Grand Canal Square, Grand Canal Harbour, Dublin 2,

Ireland）

【代理人の氏名又は名称】 弁護士　　神　山　達　彦

【代理人の住所又は所在地】

 

東京都港区赤坂２丁目17番７号　赤坂溜池タワー６階

クリフォードチャンス法律事務所外国法共同事業

【事務連絡者氏名】

 

弁護士　芦　澤　千　尋

弁護士　嶋　村　尚　子

弁護士　久米川　陽　子

【連絡場所】 同上

【電話番号】 03-5561-6600

【縦覧に供する場所】 なし

 

注(1)　本外国会社報告書（以下、「本書」という。）において、「Accenture」、「Accenture plc」、「アクセンチュア」、「アクセンチュ

ア・ピーエルシー」、「会社」又は「当社」とは、本書提出会社であるアクセンチュア・パブリック・リミテッド・カンパニー、又は、アク

センチュア・パブリック・リミテッド・カンパニー及びその子会社を集合的に指す。

注(2)　本書において、「ドル」、「米ドル」、「US$」及び「＄」はアメリカ合衆国ドルを指す。

注(3)　米ドルによる額が四捨五入されている場合には、本書中の表における合計額は、当該合計額を算出する欄の額の合計額と一致しない場

合がある。

注(4)　本書で使用されている「Partner」又は「パートナー」という呼称は、当社が会社形態へ移行する以前に事業を運営していたパート

ナーシップや会社に関連のあるパートナー及び株主を指している。これらの「Partner」又は「パートナー」は会社形態の移行に伴い当社の管

理職責を有する従業員となるが、「Partner」又は「パートナー」の肩書きを維持することになる。文脈によっては、「Partner」又は「パー

トナー」という呼称は、この管理職責上の意味において以前から「Partner」又は「パートナー」として任命され、又は将来に任命される従業
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員その他の者を指す場合がある。「Partner」又は「パートナー」という呼称を使用する際、当社と異なる法人格を有する者を創出することを

意図するものではない。

注(5)　本書で使用されている「N/A」又は「n/a」という表記は、該当する情報がない場合、重要性が乏しいため記載を省略している場合、情

報確認が困難若しくは不可能な場合、又はプライバシー上の理由又は株式公開国で開示が要求されていない等その他の理由で情報が開示され

ていない場合等を示している。
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【本文】

本文は「提出本文書（英語）」を御覧下さい。
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